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はリスクを機会に変えるために、「企業価値の
毀損」だけでなく、「企業価値の向上」にも目
を向けたリスクマネジメントへとシフトしてい
かないとなりません。

事業部門とリスクマネジメント部門が
Win-Winの関係になるために

長谷川：その通りだと思います。経営戦略や
中長期／年度の事業計画立案、事業投資計
画策定などは、事業部門が主体となりリスク
の識別・管理を実施しており、リスクマネジメ
ント部門を含めたコーポレート部門の関与は
限定的である企業が多数ではないでしょうか。
一方でコーポレート部門は、各領域のリスク
に対しても専門的知見を有しています。外部
環境変化が著しい状況下において、リスクテ
イクとリスクヘッジのバランスが取れた意思
決定をするためには、リスク専門家の意見が
欠かせないと思います。

松本：事業の当事者ではなく、専門的知見と
客観的視点を持ってリスクを捉えることができ
るのは、コーポレート部門の大きな付加価値
です。さらには、リスク専門家として、中長期
の視点に立って専門領域のリスクを語ること
ができますので、事業にブレーキをかけるだ
けでなく、後押しすることにも貢献できるよう
に思います。他社での事案や取り組みを共有
することも有効です。事業部門だけでは思い
つかない、もしくは薄々気づいていたものの
不明瞭であったリスクを検討の俎上に挙げる
ことが、なによりの付加価値になるはずです。

長谷川：リスクマネジメント部門の方から、
事業の理解が不足しているため事業リスクへ
領域を広げることが難しいという意見を聞く
ことがあります。もちろん一定程度の事業理
解は必要ですが、事業部門と同じレベルで理
解する必要はなく、むしろリスクの専門家とし
て、事業部門がリスクを検討するための切り
口を提供し、議論しながらリスクの解像度を
高めることができればよいのだと思います。

松本：事業部門とリスクマネジメント部門が

企業価値向上を達成するための
マネジメント手法へ昇華

長谷川孝明（以下、長谷川）：最近、企業経
営者とお話をする中で、外部環境の不確実性
が高まっており、経営の舵取りが難しくなって
いるという話題をよく耳にします。このような
経営環境の中でも、ステークホルダーからは
持続的成長と企業価値向上を求められます
ので、経営者による健全なリスクテイクを、後
押しする仕組みが重要であると感じています。

松本拓也（以下、松本）：確かに、昨今の外
部環境は地政学リスクやサイバーリスクの高
まりのみならず、技術革新のスピードも非常
に早く、目まぐるしく変化しています。そのため、
経営者は経営環境の変化をいち早く察知して、
自社にどのような影響が及ぶかを把握した上
で迅速に対処する必要がありますね。経営者
の的確な意思決定を支援すべく、経営管理に
おけるリスクマネジメントの重要性が増して
いますし、リスクマネジメントに求められる要
素も変わってきているように思います。

長谷川：そもそもリスクマネジメントの目的は、
持続的成長と企業価値向上に貢献することで
あると考えています。その目的を達成するた
めには、経営戦略とリスクマネジメントのアラ
インが、これまで以上に重要になります。つま
り、リスクマネジメントは、企業価値向上を
達成するために、戦略の実現可能性を高める
ためのマネジメント手法であり、すべての経
営者がリスクマネジメントを自分事として捉え
ていただく必要性があります。

松本：これまでの多くの日系企業が進めてき
た、どちらかというとオペレーショナルなリス
ク、つまり「企業価値の毀損」の回避を中心と
したERM（Enterprise Risk Management）
の整備をもう一段上げる必要があるというこ
とですね。社会のコンプライアンス意識の高ま
りや規制違反による罰則強化もあり、オペレー
ショナルリスク発現によるインパクトが大きく
なっていますので、従来のリスクマネジメント
も変わらず重要ではあります。ただ、これから

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー　パートナー
長谷川 孝明　×　松本 拓也 

経営戦略・事業計画の達成可能性を
高めるリスクマネジメントとは

Win-Winの関係になるためのリスクマネジ
メントの在り方が問われているのだと思いま
す。そのためには、改めてリスクマネジメント
の目的に対する共通理解を全社で得ることが
必要です。そのうえで、お互いの専門性に対す
る理解を深め、期待役割を明確化すると共に、
必要とされるケイパビリティも高めていく必要
があります。

リスクマネジメント実態調査から見えるトレン
ドはサイバー、サステナとグループガバナンス

松本：デロイト トーマツでは上場企業に対し
て「企業のリスクマネジメントおよびクライシ
スマネジメント実態調査」を毎年実施、公開
しています。私も長らく関与していますが、今

対談

長谷川 孝明 
Takaaki Hasegawa
主に製造業を対象として会計監査、内部統制構
築支援業務に従事したのち、投資ファンド向けの
M&Aアドバイザリー業務に従事。その後、4年間
のジャカルタ事務所への駐在経験を経て、現在は、
主にテクノロジー関連を中心とする製造業向けに、
グループガバナンス、内部管理体制強化、会計ア
ドバイザリー業務に従事している。

日本国公認会計士、中小企業診断士。
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回で22回目となる本調査では、優先的に対
処すべきリスクとして、国内は「人材不足」「サ
イバー攻撃」「異常気象」、海外は「グループ
ガバナンスの不全」「人材不足」「地政学リス
ク」を重視するという結果になりました。

長谷川：「人材不足」は3年連続1位という
ことで、慢性化していますね。特にIT・デジ
タルや財務など、専門人材の不足を実感して
いる企業が多いように思います。一方で国内
2位の「サイバー攻撃」となった背景には、実
際にサイバーセキュリティ、AI関連インシデ
ントが発現している、ビジネスとの関連性が
高まっていることに加え、法規制化も進んで
いるため、多くの企業が課題感をもって取り
組みを進めていることがありますね。

松本：「異常気象」が3位に入っている、これ
はサステナビリティとリスクが切っても切れな
い関係にあるということを示しているように
私は思いました。サイバーセキュリティ同様、
ビジネスとの関係性や法規制の強化によって、
企業として取り組まなくてはならない強度が
高まっている傾向にあります。

長谷川：そういう意味では、これからは ITや
サステナ部門といった専門部署での対応に留
まらず、ビジネスも含んだグループ全体、さら
にはサプライチェーンも含めて、バリュー
チェーン全体での対応が不可欠になってきて
いるとも言えます。さらに、海外拠点で今回5
位にランクインした「経済安全法相上の規
制・制裁の強化」が示すように、地政学リス
クを含め様々な要因で輸出規制が強化され、
グローバル企業を中心にバリューチェーン全
体の関税対応を含めた貿易コンプライアンス
への関心が高まっていくように思います。

松本：貿易コンプライアンスとなると、事業
部も巻き込んでのグループ全体での連携が不
可欠ですよね。実は、もうひとつ私が注目し
たのは、海外拠点で1位となった「グループ
ガバナンスの不全」です。新型コロナウイルス
感染症の感染症法上の位置づけが「5類」に
引き下げられた2023年以降、特に本社から
離れた拠点を中心に不正・不祥事が増加傾
向にあります。その背景として、リモートワー
クやデジタル活用による働き方の変化に加え
て、内部監査による現地往査の再開やデータ
活用による発見コントロールの強化があるの
ではないかと。

長谷川：こうした噴出する不正・不祥事に対
して、改めて本社のセカンドライン（機能軸）
とサードライン（内部監査）のモニタリングの
在り方を含め、グループガバナンスの見直し
が必要となった企業が多いのではないでしょ
うか。

リスクマネジメントの効率化と高度化のため
にAI活用・デジタル化は不可避

長谷川：リスクがグローバル化し、急速に変
化していますので、リスク管理のグローバル
化、さらにはAI活用を含めたデジタル化は
不可避だと思います。ITベンダーからも様々
なリスク管理のためのツールが開発されてい

ますので、各ツールが有する特徴を踏まえ、
自社にあった形でリスク管理のデジタル化や
AIを活用した効率化にチャレンジしていただ
きたいです。テクノロジーの活用は、リスクマ
ネジメントの効率化と高度化のキーポイント
の一つになると考えています。

松本：そしてデジタルを活用しながらも、デ
ジタル任せになってもいけません。なぜなら、
成長に向けて新たな技術やマーケットへチャ
レンジすることで、これまで遭遇したことがな
い未知のリスクに直面する機会も多くなってく
るからです。そうした未知のリスクに対しては、
センシティビティを高めて素早く察知し、イマ
ジネーションを活かして影響を想起できるか
が大事になってきます。持続的な成長を確か
にするためにも、これまで以上にリスク感度
を高める必要性があり、リスクマネジメント部
門だけでなく、事業部門を含めたすべての役
職員がリスクマネジメントを自分事と捉えて、
リスク感度を高めていく必要があろうかと思
います。

長谷川：リスクマネジメントは企業価値を高
める手段であることは間違いありません。「企
業価値の毀損」と「企業価値の向上」のバラ
ンスが取れた意思決定を経営者が行い、その
意思決定をグループ全体に仕組みとして落と
し込む、つまりリスクマネジメントを自分事と
した運用まで定着させることが必要になりま
す。そんなリスクマネジメントを通じて、企業
の経営基盤を強化と、持続的な成長に我々も
貢献していきたいと考えています。

松本：デロイト トーマツ グループのなかで、
ガバナンス、リスクマネジメント、コンプライア
ンスの領域にサービスを提供するプロフェッ
ショナル集団が我々GRCです。これまで多く
のリスクマネジメントのプロジェクトのなかで、
私たちが第三者の立場として、リスクマネジ
メント部門と事業部をつなぐハブとなりなが
ら、リスクマネジメントががもたらす付加価値
の側面を理解いただき、全社横断での経営基
盤づくりの伴走を行ってきました。事業部門の
方々からの信頼も獲得してきた業界知見と、
規制やリスク動向をいち早くキャッチする感度
と、効率化のためのデジタルソリューションで、
皆様のリスクマネジメントの高度化をこれか
らも目指していきたいです。

松本 拓也 
Takuya Matsumoto
主シンクタンクにてコンサルティング業務に従し
た後、有限責任監査法人トーマツに入社。監査業
務の経験を経た後、現在は、グローバルリスクマ
ネジメント／コンプライアンス体制構築を中心に、
グループガバナンス再構築、危機管理体制構築、
内部統制構築、内部監査等のアドバイザリーサー
ビスを数多く手掛ける。

米国デラウェア州公認会計士／公認内部監査人
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リスク／クライシスマネジメントの 
実態が明らかに
企業のリスクマネジメントおよびクライシスマネジメント実態調査2024年版

優先リスクは「人材流失」が3年連続1位
「サイバー攻撃」は喫緊の課題
デジタル人材やグローバル人材の不足などを
背景に、人材獲得を重視する企業の割合が増
加していることから、優先的に対処すべきリス
クとして、国内は「人材不足」が３年連続でトッ
プとなる結果に。また2位の「サイバー攻撃」
は、リモートワークが定着し、社外から社内シ
ステムにアクセスするケースが多くなったこと
でサイバー攻撃の被害件数が増加したことや、
生成AIを悪用したサイバー攻撃の可能性な
ども背景に、多くの企業がリスクとして注視。

ガバナンス・コンプライアンス関連リスクが
国内外問わず上昇
海外拠点において優先的に対処すべきリスク
の1位は「グループガバナンスの不全」。国内
のランキングでも6位にランクイン。海外事業
の成長や、海外拠点の実地監査による不正・
不祥事等の発覚が増加している等、グループ
ガバナンスが課題が浮上。他にも、「製品／
サービスの品質ガバナンス体制の不備」や「事
業固有の業法・規制への違反」が10位以内
に登場しており、ガバナンス・コンプライアン
ス関連リスクへの危機意識がうかがえます。

サイバー・AI関連のクライシスは
グローバルの課題
実際に企業が経験したクライシスでは、地域
的な広がりが見られ、中でも東アジア・東南
アジアでは多様なクライシスが発生。クライ
シス別にみると、システム・サイバー・AI関
連のクライシスが経験社数、件数ともに最も
高い。デジタルに関するリスクマネジメントや、
発生した場合のクライシス・マネジメントの
重要性はこれまで以上に重要となっています。

対談内でも触れられていた本サーベイ。2003年より毎年実施している、日本の上場企業を対象に、注視し
ているリスクの種類や経験したクライシスについて分析するためのアンケート調査。今回で22回目となる
本調査では、2025年1～2月に回収した有効回答数320社の結果を分析。

日本国内 海外拠点

人材流出、人材獲得の困難による人材不足
（⑪） 46.9%（1） 第1位 グループガバナンスの不全（⑦） 28.6%（3）

サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏
えい（⑩） 23.1%（3） 第2位 人材流出、人材獲得の困難による人材不足

（⑪） 18.2%（2）

異常気象（洪水・暴風など）、大規模な自然災
害（地震・津波・火山爆発・地磁気嵐）（②） 20.9%（4） 第3位 中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢（①） 17.2%（1）

原材料ならびに原油価格の高騰（③） 20.0%（2） 第4位 市場における価格競争（③） 16.7%（6）
サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模
システムダウン（⑩） 18.4%（5） 第5位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏

えい（⑩） 15.6%（4）

グループガバナンスの不全（⑦） 13.8%（11） 第6位 各国における経済安全保障上の規制・制裁の
強化（①） 14.1%（－）

事業に影響するテクノロジーの変革（⑤） 12.5%（6） 第7位 為替変動（③） 12.5%（7）
製品／サービスの品質ガバナンス体制の不備
（⑨） 12.5%（－） 第8位 原材料ならびに原油価格の高騰（③） 11.5%（9）

市場における価格競争（③） 10.6%（9） 第9位 サプライチェーン寸断（⑨） 10.9%（5）

事業固有の業法・規制への違反（⑥） 10.3%（15） 第10位 異常気象（洪水・暴風など）、大規模な自然災
害（地震・津波・火山爆発・地磁気嵐）（②） 10.4%（11）

表1. 優先して着手が必要と思われるリスク（国内／海外）

脚注：太字は昨年比で4ランク以上上がった項目　日本国内＝320、海外拠点 N＝192　（ ）カッコ内は前回順位、ーは前回の数値
なし　各項目に続く（ ）内の番号は、本調査において設けたリスクおよびクライシスの種類上の分類

表2. 企業が経験したクライシス

用語解説
リスクマネジメント：企業の事業目的を阻害する事象が発生しないように防止する、その影響を最小限にとどめるべく移転する、または一定範囲までは許容するなど、リスク
に対して予め備え体制・対策を整えること 
クライシスマネジメント：どんなに発生しないよう備えても、時としてリスクは顕在化し、企業に重大な影響を与えるクライシスは発生し得ることを前提に、発生時の負の影響・
損害（レピュテーションの毀損含む）を最小限に抑えるための事前の準備、発生時の迅速な対処、そしてクライシス発生前の状態への回復という一連の対応を図ること

脚注：緑色はクライシスにおいて、最も割合が高い地域　「海外拠点あり」を選択した企業が対象。経験社数を分母とした際の、各クラ
イシスの種類別発生地域割合 
経験社数…クライシスを1件以上経験した回答者数、経験件数…地域別にクライシスを経験した回答者数の合計

クライシスの種類 経験 
社数

経験 
件数

東 
アジア

東南 
アジア

その他 
アジア

オセア 
ニア 北米 中南米 ヨー 

ロッパ
アフ 
リカ

①政治・地政学関連 22社 37件 40.9% 45.5% 13.6% 0.0% 22.7% 4.5% 36.4% 4.5%

②自然災害関連 18社 26件 38.9% 50.0% 11.1% 0.0% 16.7% 0.0% 27.8% 0.0%

③経済環境関連 19社 35件 63.2% 47.4% 0.0% 0.0% 42.1% 5.3% 26.3% 0.0%

④社会課題関連 2社 5件 100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

⑤技術動向関連 5社 11件 60.0% 40.0% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0% 60.0% 0.0%

⑥法律・規制関連 12社 18件 50.0% 41.7% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 33.3% 0.0%

⑦環境関連 7社 9件 57.1% 14.3% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 28.6% 0.0%

⑧ガバナンス関連 10社 11件 50.0% 10.0% 10.0% 0.0% 30.0% 0.0% 10.0% 0.0%

⑨不正関連 20社 28件 60.0% 45.0% 0.0% 0.0% 15.0% 5.0% 15.0% 0.0%

⑩製品／サービスおよびオ
ペレーション関連 11社 23件 36.4% 72.7% 18.2% 0.0% 54.5% 0.0% 27.3% 0.0%

⑪システム・サイバー・AI
関連 26社 41件 34.6% 38.5% 7.7% 3.8% 46.2% 3.8% 23.1% 0.0%

⑫人材・労務関連 16社 23件 18.8% 62.5% 18.8% 0.0% 31.3% 6.3% 6.3% 0.0%

詳細はこちら→
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レギュレーション・制度の理解と経営アジェンダを踏まえたソリューションを提供

持続可能な企業活動に貢献するプロフェッショナル集団

法規制や制度の深い理解と他社
事例を含む豊富な知見を活かし、
インダストリー知見と組み合わせ
ることで、サステナビリティ・品
質不正・デジタル規制など、グ
ループ全体に影響を与える重要
な課題の解決を目指しています。

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー 
GRC（Governance, Risk Management and Compliance）

ガバナンス、リスクマネジメント、コンプライアンスの領域で持続可能な企業活動に貢献
するプロフェッショナル集団としての強みをご紹介します

GRCは、ガバナンス、リスクマネジメント、コ
ンプライアンスの領域にサービスを提供する
プロフェッショナル集団です。ガバナンス領域
へはグループ経営の土台となる組織構造の設
計を、リスクマネジメント領域へはリスクテイ
クとハッジのバランスが取れた意思決定およ
びそれを実現するための仕組の設定を、コン
プライアンス領域へは倫理観の情勢および組
織の方針や状況等に応じたレギュレーション
対応の仕組・プロセスの設計をサポートして
います。
これらのサービスを通じ、クライアントの意思
決定機構や経営管理の仕組・プロセスを構
築し、グループ全体の企業価値を高め、サス
テナブルな成長を促します。

意思決定機構 経営管理の
仕組・プロセス

企業価値の向上、サステナブルな成長

ガバナンス リスクマネジメント コンプライアンス

方針
（取締役）

グループ
経営管理
（経営者）

仕組・
プロセス

（事業／機能）

グループ経営の土台となる組
織構造の設計。具体的には、意
思決定機関、責任／役割、レ
ポートラインの設計

各組織目標の達成に向けリス
クテイクとヘッジのバランスが
取れた意思決定およびそれを
実践するための仕組の設計

倫理観の醸成および組織の方
針や状況等に応じた効率的／
効果的なレギュレーション対応
の仕組・プロセスの設計

内部統制・内部監査 レギュレーション対応

グループガバナンス ERM／危機管理体制 グループコンプラ体制

コーポレートガバナンス リスクアペタイト 倫理・行動規範

戦略・事業リスク
（セクターアジェンダ）

蓄 積 され た 業 界
知見と徹底した対
話によるクライア
ントの経営課題の
理解をもとに、業
界 環 境 と戦 略 実
行にあたり生じる
リスクを捉える

ステークホルダーの関心が高く、グループ全体に影響を与える
法規制や制度に関して、 （例えば、サステナビリティ・品質不正・
デジタル規制など）基準等の理解だけでなく、他社事例等も
含めて豊富な知見を有している

レギュレーション・
制度の理解

重要会議体、役割権限、レポートライン、モニタリングなど、全社
の仕組みやプロセスを設計・導入するだけでなく、実際の運用
までトータルでサポートすることができる

仕組・プロセス設計

リスク動向のナレッジや豊富なデリバリー実績、および客観的
な視点も踏まえ各レイヤー（マネジメント層～現場）が求める
粒度・時間軸に即した形でリスクを可視化することができる

リスクの可視化

セクターアジェンダ／クライアント課題を的確に把握し、
法規制・制度の理解を組み合わせてクライアントに高付加価値
なソリューションを提供することができる

経営アジェンダを踏まえた
ソリューションの提供

インダストリー知見

ます。

リスクアドバイザリーでは、日本国内3,800人超、グローバル
全体で50,000人超のプロフェッショナルが、企業のビジネス
の高度化を支援しています。

各地の事情に精通した専門家と連携のうえ、日本国内ならび
にグローバルにおける企業の競争力強化をきめ細やかに支
援します。所属者のうちおよそ20人が海外12拠点に駐在して
います。

リスクアドバイザリービジネスは監査法人をバックグラウンド
に持ち、社会から強く要請される第三者性は、監査・保証業務
のみならず、リスクアドバイザリーにおいても、企業のビジネス
の適切な評価・分析に対して優位性を発揮します。

これまでに培った様々なオファリングおよびインダストリー特
有の深い知見により、企業のアドバイザーとして高品質で専門
性の高いサービスを提供しています。

規模

専門性

国際性

第三者性
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GRCを代表する 
4つのサービス紹介
サステナビリティ、サイバー、サードパーティ管理とその土台となるガバナンス＆コンプラ
イアンスに関連するサービスの概要をご案内します

ガバナンス＆コンプライアンス
昨今の不確実な経済環境変化が起きる中でも、持続的に成長し続けるためのガバナンスの最適化（第1ライン・第2ライン・第3ライン、監督機
関）や、有事に備えた危機管理、人材不足に起因する業務プロセスの効率化、国内外の法規制対応やコンプライアンスなどのサービスを展開し
ています。

デロイト トーマツでは、非財務情報開示対応、ESGデータ基盤整備、サステナブルバリューチェーン構築を軸に、サステナビリティ経営の高度化
を含む幅広いサービスを提供しています。

事業ポートフォリオ組換えの加速・人材不足に伴う業務
効率化・規制当局の厳格化・社会要請への対応

資
本
市
場
の
期
待

経営者の責任
事業部門

（第1ライン）
コーポレート部門
（第2ライン）

内部監査
（第3ライン）

取締役会・監査役等

監督機関の責任

戦略的アライアンス・jvガバナンス

グループ価値最大化のための子会社ガバナンス

取締役会等の実効性

指名・報酬

PBR向上施策JSOX運用テストのBPO

危機管理

品質不正

下請法（取適法）対応

グローバルコンプラ態勢

M＆A時のガバナンスDD

生成AI内部監査

内部監査品質評価

サステナビリティ経営高度化

価値創造
ストーリー構築

インパクト
可視化

欧州バッテリー規制、CSDDD・ESPR・DPP

サステナブルバリューチェーン構築
人権・環境DD

自然資本

カーボンニュートラル計画策定

TNFD対応・高度化

人権・環境
DD高度化
（CSDDD）

苦情処理
メカニズム
構築

デジタル
パスポート
対応

SEC気候変動開示・CSRD・SSBJ・ISSB

非財務情報開示対応
開示規制対応

SSBJ・
CSRD（ESRS）

対応

ESG
評価
向上

効率化のためのインフラ整備

ESGデータ基盤整備

統合
報告の
作成

テーマ別

人権

人的資本

サーキュラー
エコノミー

カーボン
ニュートラル

ネイチャー
ポジティブ

任意開示対応

1

サステナビリティ2
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デロイトが毎年実施しているグローバルのサードパーティリスクマネジメント
サーベイによると、グローバルサプライチェーンやサードパーティ管理に影響を
与える大きい項目として、「地政学」、「インフレ傾向の継続」、「為替変動」が挙
げられています。また、サードパーティリスクマネジメントにおける効率性と有
効性の向上では、外部サービスやマネジメントサービスの活用、AIをはじめと
したテクノロジーへの投資が鍵となっています。

デロイト トーマツでは、社内外をつなぐシステムデータにより、サードパーティ
にかかるリスクを一元的に管理し、リアルタイムなリスク監視と専門家によるリ
スク評価・是正措置等にかかる助言を組み合わせたDeloitte TPRM業務オ
ペレーションサービスを提供しています。

調査

リスクトレンド デジタル関連法規制
サイバー攻撃手法の高度化、地政学リスク、サプライチェーンの複雑化、
プライバシーデータ保護にかかるレピュテーションリスクの高まり、等

[日]SCサイバー対策評価、防衛産業サイバーセキュリティ基準、
[米]CMMC、[欧]NIS2指令、データガバナンス法、データ法、等

分析
現状分析

リスク評価

ビジネスインパクト分析

施策検討
社内規程整備

業務プロセス改善

ツール活用

施策定着・展開
従業員教育

内部監査高度化
委託先への展開

グローバル拠点への展開

関連規制の調査

リスクトレンドの調査

DXの進展により顧客サービス・業務効率の向上が図られる一方、サイバー攻撃が増加・高度化し、企業における被害が急増しています。また、
サイバーセキュリティをはじめとしたデジタル関連の法規制化は防衛産業のみならず他分野へも拡大しています。デロイト トーマツでは、自社の
IT部門に閉じたレギュレーション対応のみならず、海外拠点・サプライチェーン含めたデジタルリスクへの管理態勢構築への助言を行っています。

ESG
対応

TPRMにかかるリスク要因

地政学

サプラ
イヤー
依存

インフレ

景気
後退

為替
変動

デジタル化

TPRM高度化のKSF

トップ
の
参画

人材
強化

データ
の
活用

グローバル
体制
リスク
の

一元管理

法改正や環境変化に合わせ最新化された
リスク評価項目で評価

業務特性を踏まえた汎用テンプレートの 開発、
共同利用型のサービス提供

専門家によるリスク評価実行、評価結果・
是正措置等に関する助言

Deloitte TPRM業務オペレーションサービス

アドバイザリーサービス

リスク情報アップデート

Deloitte TPRM
システムサービス

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

Deloitte
オペレート
センター

サードパーティ

回
答

回
答

回
答

・・・

TPRM
所管部署

サードパーティ
利用部署

（1線／2線）

企業

助言

利用

調整

利用

Digital Risk Management3

Third Party Risk Management（TPRM）4
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デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワー
クのメンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロ
イト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマ
ツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロイト 
トーマツ グループ合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のプロフェッショ
ナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従いプロフェッショナルサービスを提供してい
ます。また、国内約30都市に2万人超の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとして
います。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト、www.deloitte.com/jpをご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織
を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して �デロイトネットワーク�）のひとつまたは複数
を指します。DTTL（または �Deloitte Global�）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的
に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。
DTTLおよびDTTLの各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を
負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。
DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。
デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト 
アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体
であり、アジア パシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、
香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、ムンバイ、ニューデリー、大阪、ソウル、上海、シン
ガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、最先端のプロフェッショナルサービスを、Fortune Global 500®の約9割の企業や
多数のプライベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会
的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を促進することで、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロ
フェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来180年の歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活
動を展開しています。 �Making an impact that matters� をパーパス（存在理由）として標榜するデロイト
の約46万人の人材の活動の詳細については、www.deloitte.comをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド 
(DTTL)、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して �デ
ロイトネットワーク�）が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務
または事業に影響を与えるような意思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資
料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）を
するものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、
本資料に依拠した人に関係して直接または間接に発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いませ
ん。DTTLならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited

© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.
IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
http://www.bsigroup.com/clientDirectory

デロイト トーマツ コンサルティング（DTC）、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイ
ザリー（DTFA）、デロイト トーマツ リスクアドバイザリー（DTRA）の3社は2025年12
月に統合し、合同会社デロイト トーマツが発足いたします

■ 3法人の専門性と蓄積されたノウハウを結集することで、クライアントとともに日本社会が直面する課題に取り組み、クライアントの中長期的な
変革を支援する役割を果たしていきます

■ 統合会社の規模、多様な専門性、強力な組織力を活用して、複雑かつ大規模な課題に積極的に挑戦し、業界・業種を超えた幅広いサービスを展開
するとともに、各プロフェッショナルが業種特化型の取り組みに貢献できる環境を整備します

■ さらに、本合併により、デロイト トーマツ グループは複数専門分野の統合モデル（MDM：Multi-Disciplinary Model）を通じた卓越した価値を
提供する能力を一層高めていきます。特にAIや先進技術の活用に注力し、プロフェッショナル人材の育成を継続的に推進していきます（※本合併
においてはデロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社が存続会社となります）

合同会社デロイト トーマツ

監査・保証業務
Audit ＆Assurance

ファイナンシャル
アドバイザリー

Financial Advisory
コンサルティング

Consulting

Consulting

：事業区分 ：法人 ：統合後も当面は事業部門として存続いたします

Financial
Advisory

Risk
Advisory

リスクアドバイザリー
Risk Advisory

税務・法務
Tax ＆ Legal

有限責任監査法人
トーマツ

デロイト トーマツ
 コンサルティング（同）

デロイト トーマツ
 ファイナンシャル 
アドバイザリー（同）

デロイト トーマツ
リスクアドバイザリー（同）

デロイト トーマツ
税理士法人

DT弁護士法人

※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、本サービス内容がご提供できない可能性があります。詳細
はお問い合わせください。

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社
Mail　ra_info@tohmatsu.co.jp
URL　www.deloitte.com/jp/dtra/risk-advisory
【国内ネットワーク】東京・大阪・名古屋・福岡


